
 

〇函館市保有個人情報等の適切な管理のための措置に関する規程 

 

令和５年３月２８日訓令第３号 

 

   函館市保有個人情報等の適切な管理のための措置に関する規程 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は，別に定めるもののほか，個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）第６６条第１

項の規定による保有個人情報の安全管理措置，行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号。以下「番号法」という。）第１２条の規定による個人番号

の安全管理措置その他保有個人情報等の適切な管理のために必要な措

置について定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この訓令において「保有個人情報」とは，法第６０条第１項に

規定する保有個人情報をいう。 

２ この訓令において「個人番号」とは，番号法第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。 

３ この訓令において「保有個人情報等」とは，保有個人情報および個

人番号をいう。 

４ この訓令において「個人情報の収集等」とは，函館市個人情報の保 

 護に関する法律施行条例（令和４年函館市条例第３６号。以下「条例」 

 という。）第２条第２項第２号に規定する個人情報の収集等をいう。 

５ この訓令において「個人情報」とは，法第２条第１項に規定する個

人情報をいう。 

６ この訓令において「特定個人情報」とは，番号法第２条第８項に規

定する特定個人情報をいう。 

 （個人情報の管理責任者） 

第３条 個人情報の収集等をするときは，収集等をする個人情報に係る

業務を所管する課（課に相当する組織を含み，課を置かない室にあっ



 

ては，室とする。以下同じ。）に，個人情報の管理責任者（以下単に

「管理責任者」という。）を置く。 

２ 管理責任者は，収集等をする個人情報に係る業務を所管する課の長

（担当課長または参事が所管する業務に係る個人情報の収集等をする

ときは，担当課長または参事（当該参事より下位の職制上の段階に属

する職に命ぜられている参事がある場合にあっては，最下位の職制上

の段階に属する職に命ぜられている参事））をもって充てる。 

３ 管理責任者は，その所管する業務に係る保有個人情報等の管理に関

する事務を総括する。 

４ 管理責任者は，保有個人情報等を情報システムで取り扱う場合，当

該情報システムの管理者と連携して，前項の事務を行う｡ 

 （職員の責務） 

第４条 職員は，法，番号法および条例の趣旨にのっとり，関連する法

令等の定めおよび管理責任者の指示に従い，保有個人情報等を取り扱

わなければならない。 

 （職員の知識および技能の向上等） 

第５条 保有個人情報等の取扱いに従事する職員は，保有個人情報等の

取扱いについて理解を深め，ならびに保有個人情報等を適切に取り扱

うために必要な知識および技能の修得，維持および向上に努めなけれ

ばならない。 

２ 保有個人情報等を取り扱う情報システムの管理に関する事務に従事

する職員は，保有個人情報等の適切な管理のため，情報システムの管

理，運用およびセキュリティ対策に関する知識および技能の修得，維

持および向上に努めなければならない。 

３ 管理責任者は，前２項に規定する職員に対し，前２項に規定する知

識および技能の修得，維持および向上のための必要な教育を行うもの

とする。 

 （保有個人情報等を取り扱う者の制限） 

第６条 管理責任者は，保有個人情報等の重要度に応じて，当該保有個

人情報等を取り扱う権限を有する者を，当該保有個人情報等の利用の



 

目的を達成するために必要最小限の職員に限定するものとする。 

２ 保有個人情報等を取り扱う権限を有しない職員は，保有個人情報等

を取り扱ってはならない。 

３ 職員は，保有個人情報等を取り扱う権限を有する場合であっても，

業務上の目的以外の目的で保有個人情報等を取り扱ってはならない。 

 （複製等の制限） 

第７条 職員は，業務上の目的で保有個人情報等を取り扱う場合であっ

ても，やむを得ず行う次に掲げる行為については，管理責任者の指示

に従い，行うものとする。 

 (1) 保有個人情報等の複製 

 (2) 保有個人情報等の送信 

 (3) 保有個人情報等が記録されている文書等（文書，図画および電磁

的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識す 

  ることができない方式で作られた記録をいう。）をいう。以下同じ｡) 

  の外部への送付または持出し 

 (4) その他保有個人情報等の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある

行為として管理責任者が定めるもの 

 （誤りの訂正） 

第８条 職員は，保有個人情報等の訂正を行う場合は，管理責任者の指

示に従わなければならない。 

 （保有個人情報等の管理等） 

第９条 職員は，管理責任者の指示に従い，保有個人情報等が記録され

ている文書等を定められた場所に保管するとともに，管理責任者が必

要と認めるときは，当該文書等の耐火金庫における保管，当該文書等

の保管場所への施錠その他の保有個人情報等の漏えい等（漏えい，改

ざん，滅失，毀損その他の事故をいう。以下同じ。）を防止するため

の措置を講ずるものとする。 

 （廃棄等） 

第10条 職員は，保有個人情報等または保有個人情報等が記録されてい

る文書等が不要となった場合は，管理責任者の指示に従い，当該保有



 

個人情報等の復元または判読が不可能な方法により当該保有個人情報

等の消去または当該文書等の廃棄を行うものとする。 

 （保有個人情報等の取扱状況の記録） 

第11条 管理責任者は，保有個人情報等の重要度に応じて，台帳等を整

備し，当該保有個人情報等の利用，保管等の取扱いの状況について記

録するものとする。 

 （特定個人情報の利用等に関する措置） 

第12条 管理責任者は，次に掲げる行為が法，番号法および条例に従っ

て適切に行われるために必要な措置を講じなければならない。 

 (1) 個人番号の利用 

 (2) 特定個人情報の提供の求め 

 (3) 特定個人情報の提供 

 (4) 特定個人情報の収集 

 (5) 特定個人情報の保管 

 (6) 特定個人情報ファイル（番号法第２条第９項に規定する特定個人

情報ファイルをいう。）の作成 

 （業務の委託等） 

第13条 保有個人情報等の取扱いに係る業務を市以外のものに委託する

場合は，当該業務の委託を受けたものに保有個人情報等の漏えい等を

防止する等の保有個人情報等の適切な管理について必要な措置を講じ 

 させるため，次に掲げる事項を委託契約書に明記しなければならない。 

 (1) 保有個人情報等の秘密保持の義務 

 (2) 再委託その他の２以上の段階にわたる委託の禁止または制限 

 (3) 受託の目的外の利用の禁止 

 (4) 第三者への提供の禁止 

 (5) 複写および複製の禁止 

 (6) 返還または抹消の義務 

 (7) 事故についての報告義務 

 (8) 立入検査に応ずる義務 

 (9) その他保有個人情報等の保護のため必要と認められる事項 



 

(10) 前各号に違反した場合の契約の解除および損害賠償の義務 

２ 保有個人情報等の取扱いに係る業務を指定管理者（地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者

をいう。以下この項において同じ。）に行わせる場合は，指定管理者

に保有個人情報等の漏えい等を防止する等の保有個人情報等の適切な

管理について必要な措置を講じさせるため，前項各号に掲げる事項を

協定書に明記しなければならない。この場合において，同項第２号中

「再委託その他の２以上の段階にわたる委託」とあるのは「管理業務

の委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）」と，同項第３号中「

受託」とあるのは「管理業務」と，同項第１０号中「契約の解除」と 

 あるのは「指定の取消しまたは業務の停止」と読み替えるものとする。 

３ 保有個人情報等の取扱いに係る業務を派遣労働者（労働者派遣契約

（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律（昭和６０年法律第８８号）第２６条第１項に規定する労働者

派遣契約をいう。以下この項において同じ。）に基づく労働者派遣（

同法第２条第１号に規定する労働者派遣をいう。）の役務を提供する

ために市に派遣されている者をいう。以下この項において同じ。）に

行わせる場合は，派遣労働者に保有個人情報等の漏えい等を防止する

等の保有個人情報等の適切な管理について必要な措置を講じさせるた

め，労働者派遣契約の契約書に秘密保持義務等の保有個人情報等の取

扱いに関する事項を明記するとともに，第１項各号（第２号，第８号

および第１０号を除く。）に掲げる事項を遵守する旨を明記した書面

を当該派遣労働者に提出させなければならない。この場合において，

同項第３号中「受託」とあるのは，「役務の提供」と読み替えるもの

とする。 

 （漏えい等の事案の報告等） 

第14条 保有個人情報等の漏えい等の事案の発生その他の保有個人情報 

 等の適切な管理に影響を及ぼす事案の発生を認識した場合は，職員は， 

 その旨を直ちに管理責任者に報告しなければならない。 

２ 管理責任者は，前項の報告を受けた場合は，個人情報の回収，廃棄



 

等当該事案の発生による被害の拡大の防止等のために必要な措置を講

じなければならない。 

３ 管理責任者は，事実関係を調査し，第１項の事案の内容，経緯，被

害状況，対応状況等を，速やかに，上司に報告するとともに，別記様

式の報告書により総務部長に報告しなければならない。 

４ 管理責任者は，第１項の事案の発生した原因を分析し，保有個人情

報等の適切な管理に影響を及ぼす事案の再発防止のために必要な措置

を講じなければならない。 

５ 第１項の事案が発生した場合は，事案の内容等に応じて，関係者へ

の連絡，説明，事案の公表等の措置が講じられなければならない。 

 （点検） 

第15条 管理責任者は，保有個人情報等の管理方法等について，定期ま

たは随時に点検を行うものとする。 

 （評価および見直し） 

第16条 保有個人情報等の適切な管理のための措置については，管理責

任者は，前条の点検の結果等を踏まえ，実効性等の観点から評価し， 

 必要があると認めるときは，その見直し等の措置を講ずるものとする。 

 （委任） 

第17条 この訓令の施行に関し必要な事項は，総務部長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は，令和５年４月１日から施行する。 

 （函館市保有個人情報の適正な維持管理のための措置に関する規程の

廃止） 

２ 函館市保有個人情報の適正な維持管理のための措置に関する規程（

平成２７年函館市訓令第５号）は，廃止する。 

 （経過措置） 

３ この訓令の施行に関し必要な経過措置は，総務部長が別に定める。 



 

別記様式（第１４条関係） 
保有個人情報等の漏えい等事故発生報告書 

年  月  日  
   

総務部長 様  
 
  保有個人情報等の適切な管理に影響を及ぼす事案が発生したので，函館市保有個 

 人情報等の適切な管理のための措置に関する規程第１４条第３項の規定により報告 

 します。 

担 当 課  

個人情報の管理責任者  

漏えい等の発生元 □職員 □業務委託先等 □指定管理者 □派遣労働者 

漏えい等に係る 
保有個人情報等の 
様 式 等 の 名 称 

 

漏えい等の形態 

□誤送付・誤送信 □誤廃棄 □盗難 

□誤交付     □紛失  □その他（      ） 

□インターネットを通じて流出 

（□うちコンピュータウイルス関係） 

漏えい等の発見日時     年  月  日  時  分頃 

漏えい等の発生日時     年  月  日  時  分頃 

漏えい等の発生場所  

漏えい等の事故の 
内 容 

 

漏えい等に係る 
保有個人情報等の 
項 目 

 

漏えい等に係る 
保有個人情報等に 
含まれる個人の数 

 

漏えい等の事故に 
対する対応状況 

□本人等への説明・謝罪 □情報の廃棄等の措置依頼 

□情報の回収      □その他（        ） 

                           

その他参考となる 
事 項 

 

 注 該当する□内にレ印を記入すること。 


